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河内長野市（市長：西野修平）と日本郵便株式会社 大阪府河内南部地区連絡会は、包括連携

協定を基盤とした新たな取り組みとして、「地域共創未来プロジェクト」を始動いたします。 

本プロジェクトは、地域活性化に強い熱意を持つ郵便局員と市職員が共同で企画・運営を担い、

郵便局の持つ生活者接点や拠点性を活用した新たな地域ＰＲ施策を共創するものです。 

 

１．プロジェクトの趣旨 

本プロジェクトは、包括連携協定の枠組みをより能動的な「協働」へと進化させるものです。

郵便局の持つ「生活者接点・配達網・信頼性・拠点性」という強みを最大限に活用し河内長

野市の「関係人口創出」および「地域課題の解決」を目指します。単発のイベントで終わら

せず、地域と人が継続的につながるための仕組みを両者で共創します。 

 

２．プロジェクトの背景 

これまで両者は、災害時協力や地域インフラの維持など「守りの連携」を中心に協力関係を

築いてきました。その中で、地域活性化をより一層推進したいという想いが両者で合致。日

本郵便側で地域創生に情熱を持つ職員らが主体となり、市担当者とともに企画立案から運営

までを担うプロジェクト体制を確立しました。現場の「顔が見える関係」を活かし、地域に

深く根差した持続可能な仕組みを構築します。 

 

３．キックオフミーティング開催概要 

本プロジェクトの本格始動にあたり、キックオフミーティングを開催いたします。 

 

日時：２０２６年４月２０日（月）１５：００～ 

場所：河内長野市役所内 ８０２会議室 

内容：両者によるリソースの棚卸しと、関係人口創出に向けた方向性の共有。専門家を交え

たワークショップを通じ、今後の共創体制を具体化します。 

 

 

地域を動かす、郵便局と市の「共創」が始まる。 
～日本郵便と河内長野市による「地域共創未来プロジェクト」が始動～ 



４．今後の展開 

令和８年度内に、地域における「小さな実装（小規模な実証）を１回以上実施し、確かな手

応えをつかむことを当面の目標とします。そこで得られた成果や課題を基に、より持続的で

効果的な連携モデルへと深化させ、令和９年度以降の活動拡張を見据え、両者が一体となっ

て「選ばれ続けるまちづくり」を推進してまいります。 

 

 

 

 

【問い合わせ】 

河内長野市成長戦略局営業部公民連携課 

公民連携デスクグループ（電話：0721-53-1111） 


